
平成２６年度当初予算 施策 取組概要 

 

 

 

21401 県民の社会参画活動への支援    （環境生活部） 

21402 ＮＰＯが活発に活動できる環境の充実（環境生活部） 

（主担当部局：環境生活部）        21403 ＮＰＯとさまざまな主体との「協創」の推進       

（環境生活部） 

 

県民の皆さんとめざす姿 

県民一人ひとりが、自らを社会の担い手であると認識し、ＮＰＯ（ボランティア団体・市民活動団体等）

に対する理解を深め、さまざまな手段によりＮＰＯ活動に参画するとともに、ＮＰＯは社会づくりの主要

な担い手として自立した活動を展開し、さまざまな主体と力を合わせ、地域の諸課題に取り組んでいます。 

 

平成 27 年度末での到達目標 

県民の皆さんや企業等から、ＮＰＯ活動に必要な資源（資金、人材、情報など）が提供される仕組みが

強化され、ＮＰＯが自立して活動する環境が整備されています。 

また、ＮＰＯとさまざまな主体がめざす姿を共有するとともに、お互いに力を合わせて社会づくりを進

めていくための体制が整備されています。 

 

県民指標     

目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

ＮＰＯ・ボラン
ティア・市民活
動に参加して
いる住民の割
合 

 12.5％ 12.5％ 

 

16.0％ 20.0％ 

9.5％ 7.7％    

目標項目の説明と平成 26 年度目標値の考え方 

目標項目 
の説明 

ｅ-モニターによるアンケートにおいて、ＮＰＯ・ボランティア、市民活動への参加状況につ
いて「参加している」と答えた人の割合 

26 年度目標 
値の考え方 

平成 27 年度の目標を段階的に達成するため、16.0％と設定しました。 

 

活動指標      

基本事業 目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

21401 県民の
社会参画活動へ
の支援（環境生
活部） 

ＮＰＯ法人に対
する寄付金総額 

 
140,000 

千円 
（23 年） 

160,000
千円 

（24 年） 
 

180,000
千円 

（25 年） 

200,000
千円 

（26 年） 

124,938
千円 

（22 年） 

152,088
千円 

（23 年） 
   

 

 

 

 

   

       

     

２１４ ＮＰＯの参画による 

    「協創」の社会づくり 



基本事業 目標項目 
23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

 
現状値 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

目標達成 
状況 

目標値 
実績値 

目標値 
実績値 

21402 ＮＰＯ
が活発に活動で
きる環境の充実 
（環境生活部） 

認定ＮＰＯ法人
数 

 5 法人 10 法人 

 

20 法人 30 法人 

1 法人 3 法人    

21403 ＮＰＯ
とさまざまな主
体との「協創」
の推進 
（環境生活部） 

ＮＰＯと県の連
携・協働事業数 

 65 事業 67 事業 

 

71 事業 75 事業 

58 事業 65 事業    

 

進捗状況（現状と課題） 

・ＮＰＯ法人の活動基盤の強化に向けて、ＮＰＯ法人を条例で指定する手続を定める条例を 10 月に施

行しました。今後、十分な周知に努め、制度の運用を円滑に進める必要があります。 

・県内の全ＮＰＯ法人を訪問し、「ヒント集」を活用し意見交換を行いました。訪問を通して得られた

ＮＰＯ法人の意見や「事業改善に向けた有識者懇話会」からの提案、新しい公共支援事業の成果を、

ＮＰＯが自立し活動しやすい環境整備に向けた今後の施策に生かしていく必要があります。 

・県民にＮＰＯの意義や役割を知ってもらうため、12月を「市民活動・ＮＰＯ月間」と定め、集中的に

イベントやセミナー等を行い、周知を図ります。今後、「みえ県民力ビジョン」で掲げる「『協創』の

三重づくり」を進めていくには、意欲のある県民が活動に踏み出すきっかけづくりが必要です。 

・ＮＰＯ、企業、行政によりワーキンググループを設置し、地域づくりを行う多様な主体と企業の連携

を進める仕組みについて検討しました。ＮＰＯ等と企業がお互いの問題意識や情報を提供・共有し、

理解を進める必要があります。 

・みえ災害ボランティア支援センターでは、ボランティアバスの派遣を平成 25 年９月まで実施し、東

日本大震災に対する支援活動を 12 月で終了します。東日本大震災の教訓を、地域でのネットワーク

づくりなど、今後のＮＰＯ活動において生かしていく必要があります。 

・専門性の高いＮＰＯ等が災害発生後直ちに活動できるよう、１団体と協定を締結しました。こうした

活動を担えるＮＰＯ等を発掘し、ブラッシュアップする必要があります。また、「三重県災害ボラン

ティア支援及び非営利活動促進基金」について県民への周知を図るとともに、寄付による基金の充実

を図る必要があります。 

 

平成 26 年度の取組方向 

 

・「事業改善に向けた有識者懇話会」等からの提案を踏まえ、ＮＰＯの自立及び財政基盤の強化に向け

て、市民ファンドの活用、地域金融機関との連携、寄付の仕組みづくりなど、関係部局や関係団体等

と連携して検討を進めます。 

・ＮＰＯ活動の意義や役割について県民に周知し、意欲を活動へとつなげるため、「市民活動・ＮＰＯ

月間」を継続して実施していきます。また、海外の取組などを紹介して寄付に対する理解を深め、意

識を高めます。 

・社会貢献に対する企業の意欲を、地域課題の解決につなげるため、ＮＰＯ等の考える地域課題やそれ

に対する取組を紹介するとともに、ニーズとシーズのマッチングなどを進めていきます。 

・みえ災害ボランティアセンターは平時の体制に戻りますが、引き続きネットワークや緊急時の支援機

能を維持していきます。また、東日本大震災等の災害に学び、ＮＰＯ等が主体的に活動・交流できる

よう取り組むとともに、地域において平常時からの態勢づくりに取り組むよう働きかけていきます。 

 

環境生活部 



・ＮＰＯ等の団体に、災害時の活動を支援する仕組みへの参画を促すとともに、県民や企業等に働きか

けを行い、「三重県災害ボランティア支援及び非営利活動促進基金」への寄付を促進していきます。  

 

主な事業 

 

●ＮＰＯ活動支援推進事業【基本事業名：21401 県民の社会参画活動への支援】 

 予算額：(25)１１,５４６千円 → (26)８，８６５千円  

事業概要：特定非営利活動促進法に基づくＮＰＯ法人の認証事務、認定ＮＰＯ法人の認定事務、会計

実務等に係る相談・指導を行うとともに、条例に基づくＮＰＯ法人の指定について啓発や

助言を行います。 

 

●みえ県民交流センター指定管理事業【基本事業名：21401 県民の社会参画活動への支援】 

 予算額：(25)２８，４６８千円 → (26)２９，２７２千円  

事業概要：みえ県民交流センターの管理を行うとともに、市民活動団体に関する情報の収集・発信や

「市民活動・ＮＰＯ月間」を活用し、県民の理解や支援を広げ、市民活動を促進します。 

 

●（新）ＮＰＯの自立・持続した活動促進事業【基本事業名：21402 ＮＰＯが活発に活動できる環境

の充実】 

 予算額：(25)   － 千円 → (26)２，７６７千円  

事業概要：ＮＰＯが自立・持続した活動を展開できるよう、市民ファンドや地域金融機関との連携、

寄付の仕組みづくりなどを検討します。 

 

●ＮＰＯと企業等のパートナーシップ促進事業【基本事業名：21403 ＮＰＯとさまざまな主体との「協

創」の推進】 

 予算額：(25)１，４７５千円 → (26)１，１６０千円 

 事業概要：ＮＰＯと企業との連携を進めるため、企業の社会貢献意識を醸成するとともに、ＮＰＯと

企業が、それぞれの強みやニーズについての情報共有や交流を行う場づくりに取り組み、

ＮＰＯと企業との相互理解を促します。 

 

●災害時に備えたネットワーク強化事業【基本事業名：21403 ＮＰＯとさまざまな主体との「協創」

の推進】 

 予算額：(25)２，０００千円 → (26)３，６４７千円 

 事業概要：災害発生時に、みえ災害ボランティア支援センターが速やかに活動を開始できるよう、平

時の態勢を整えるとともに、意見交換会や講座を開催することにより、専門性の高いＮＰ

Ｏの育成支援や、関係団体による「顔の見える」関係づくりを図ります。 

 

 

 

 

環境生活部 


